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【事業概要】

【東日本大震災の被害との関係】

【基幹事業との関連性】

【事業年度】 平成３０年度

残存物撤去工（防災林基盤整備エリア内）

１５，４８５，０００円

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業

ごとに作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。
※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

　復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 　下増田地区防災集団移転元地の瓦礫撤去事業

・施工内容：

・ 事 業 費 ：

　下増田地区の低平地に所在していた集落は、東日本大震災に伴う津波で家屋が流出するな
ど甚大な被害を受けた。
　事業計画地は災害危険区域に指定され防災集団移転が行われたため、住居の移転跡地が多
数残存している。

全体事業費 　　１５，４８５，０００円

　本事業は、防集元地の一部を活用して、下増田地区防災集団移転促進区域内にある農地及
び事業地や神社、墓地等を潮害・飛砂・風害等から守るために、防災林として整備して行く
ための基盤を整備するもの。
　基盤整備後は、海岸防災林再生事業で生育基盤造成盛土を行い順次植栽を実施して行くこ
ととなっており、海岸防災林再生事業にて一体的に整備を実施することで防災機能の強化が
図られ、農業従事者等の安全・安心なくらしの実現や、有効な土地利用の促進に寄与するこ
とを目的としている。

【事業内容】

　防災集団移転促進事業の、移転促進区域の跡地活用のために実施するものである。
　また、移転元地として買取し点在する跡地には、現在でも宅地基礎や土留め及びガレキ等
が残存されており、草刈等の維持管理を含め、その処理が課題となっていることから、移転
元地を有効活用する上で防災機能の強化を行う当該事業は必要である。


